





















































































































































































































20.1％ 27.8％ 46.0％ 66.5％ 74.4％ 
Ａ65歳
以上 




















































































































































































































1970年　  A 1980年 1990年 2000年 2010年  B B/A×100
0.5ha未満 1,578,209（34.3） 1,400,512（37.0） 563,407（22.3） 430,312（21.9） 373,113(22.9) 23.6%
0.5～1.0 1,511,035（32.9） 1,170,022（30.9） 932,244（36.9） 714,385（36.4） 554,838(34.0) 36.7%
1.0～2.0 1,221,216（26.6） 906,927（24.0） 714,586（28.3） 531,872（27.1） 414,449(25.4) 33.9%
2.0～3.0 230,140（5.0） 222,619（5.9） 203,193（8.0） 162,703（8.3） 135,317(8.3) 58.7%
3.0～5.0 51,040（1.1） 74,268（2.0） 90,294（3.6） 88,627（4.5） 87,010(5.3) 170.4%
5.0以上 3,901（0.1） 9,901（0.3） 21,616（0.9） 37,041（1.9） 67,808(4.2) 1738.2%
小計    4,595,541    3,784,249    2,525,340    1,964,940   1,632,535 35.5%
作付面積(ha） 2,769,125 2,208,410 1,736,603  1,473,018 1,381,527 49.8%
平均面積(ha） 0.60 0.58 0.69 0.74 0.85
稲作経営体数 4,691,582 3,838,980 2,566,390 1,997,913 1,347,428 28.7%
作付面積(ha） 3,045,716 2,388,826 1,890,368 1,616,334 1,500,487 49.2%
平均面積(ha） 0.65 0.62 0.74 0.81 1.11










































北海道 283 17.7% 10.7% 96.9% 16.3% 92.2% 8.8% 19.4% 11.3% 21.9%
東北 3,417 24.5% 10.2% 89.0% 12.2% 67.9% 40.9% 67.1% 51.4% 31.1%
北陸 2,257 35.6% 28.7% 47.6% 18.6% 85.2% 23.0% 69.0% 45.8% 30.5%
関東・東山 994 30.1% 14.6% 81.5% 9.6% 83.5% 17.8% 65.9% 48.5% 47.5%
東海 859 27.7% 12.2% 51.0% 21.5% 63.9% 17.6% 39.4% 27.6% 19.4%
近畿 2,048 21.8% 6.7% 32.3% 36.3% 74.7% 38.6% 42.8% 36.4% 18.0%
中国・四国 1,840 25.5% 22.6% 43.3% 38.6% 86.1% 36.0% 33.4% 31.6% 16.4%

























































































































































①：盛岡地区 ②：飯岡地区 ③：見前地区 ④：乙部地区 
⑤：煙山地区 ⑥：徳田地区 ⑦：長岡地区 ⑧：不動地区 
⑨：古舘地区 ⑩：日詰地区 ⑪：東部地区 ⑫：志和地区 
⑬：赤石地区 ⑭：彦辺地区 ⑮：赤沢地区 ⑯：左比内地区 
矢巾 






































































































































































科目 金額（円） 科目 金額（円）
荷受手数料 9 ,065 ,328 水稲販売額 345 ,304 ,579
農作業委託費 158 ,850 ,183 小麦販売額 10 ,401 ,149
肥料費 36 ,070 ,592 賦課金 4 ,987 ,071
農薬費 26 ,093 ,393 肥料高騰対策助成金 4 ,263 ,650
共済掛金 10 ,548 ,252 肥料・農薬大口奨励金 2 ,566 ,016
種苗費 2 ,640 ,920 小麦収量成績払助成金 12 ,049 ,525
事務委託費 3 ,069 ,944 小麦作付け助成金 22 ,495 ,997
圃場管理費 182 ,224 ,148 産地確立交付金 18 ,887 ,816
役員報酬 230 ,000 新需給システム定着交付金 12 ,323 ,508
事務委託費 1 ,080 ,000 スーパー対策助成金 696 ,686
会議費 133 ,414 21年産くず麦 401 ,330
旅行交通費 180 ,000 事務取扱助成金 60 ,200
支払利息 94 ,479 受取利息 41 ,431
賃借料 40 ,000 雑収入 9 ,000
研修費 20 ,000 期末未収穫農産物 4 ,346 ,120
事務消耗品費 200 ,159
期首未収穫農産物 4 ,039 ,680
雑費 34 ,255
当期未処分余剰金 4 ,219 ,331
合　計 438 ,834 ,078 合　計 438 ,834 ,078
農作業委託料（10a あたり） 出役手当（圃場管理1時間あたり）
作業 料金（円） 作業 料金（円）
水稲　耕起 3 ,500 畦畔管理 2 ,100
　　　代かき 5 ,000 水管理 750
　　　田植え（側条施肥） 5 ,800 肥料・農薬散布 1 ,500


















































































































1) 記号は◎：自己管理・作業＋受託 ○：自己管理・作業 △：一部を委託 －：全て委託．
2) 記号は◎：全ての機械を共同所有 ○：機械の一部を共同所有 ●：機械の更新を機に委託
を検討． 




会社員 花20 ○ ○ ＪＡ K




専業 花25 ◎ ◎ ○ ○ M
4 ●6　△6 専業・町議 花28 ◎ ◎ ○ ○ M
5 ▲5　○2　●8　△7 専業 花15，牛5 ◎ △ ○ ○ M




会社員 ○ ◎ K
8 ●6　△5 専業 花1.5 ◎ ◎ ○ ○ K
9 ●5　●4　△3 左官業 野菜20 ○ ◎ ○ A




退職 野菜10 ○ △ ● ○ 数種
12 ●6　▲6　○3 退職 花110 － － ○ ○ 小菊




会社員 工芸作物20 ○ ○ ● 葉タバコ
15 ●5　△5　○3　○3 会社員 ○ ○ ●












退職 花40 ○ ○ ○
20 ●5　△5　△2 会社員 ○ ○ ●








会社員 野菜1 ○ △ ● 自家用
24 ●6　△9 退職 ○ ○ ●
25 ●6　△5　○3 退職 　 ○ －
26 ●6　△6　△8 退職 ○ △ ●
27 ●5　△5　○1 会社員 ○ △ ●





30 ▲5　○8　△7 会社員 貸 花15 ○
31 ○7　△6 退職 貸





34 △5　○9　△8 会社員 貸





































































































































































































































































































































区分 組合員数（人） 年間来客数（人）販売金額（万円） 主な物産品 備考
A 産直 119 148 ,731 20 ,000 果樹，野菜，果樹加工品 道の駅
B 産直 104 203 ,425 18 ,000 果樹，山野草，手作り豆腐 峠の駅
C 産直 88 83 ,015 9 ,120 野菜，米，果樹，花苗
D 産直 48 65 ,000 5 ,000 野菜，椎茸，米，もち菓子
E 産直 61 47 ,772 3 ,483 野菜，果樹，手作りパン
F 産直 45 35 ,000 3 ,293 野菜，工芸品，焼物
G 産直 48 45 ,357 2 ,596 野菜，花，もち，だんご
H 産直 39 35 ,000 1 ,223 西洋なし，野菜，花
I 産直 23 7 ,000 700 野菜，山菜，プリン
合　計 1）575 672 ,300 63 ,415
一人で複数の産地直売所に出荷している組合員もいる．
 （紫波町地域振興課「産直実績一覧」より作成）
105
－285－
地域営農の担い手経営体への支援や一般農家への
経済基盤の新設を実現していることが明らかと
なった。
JAいわて中央による取り組みを総括すると，
①もち米の契約販売で培ったノウハウを活かした
販路の開拓，②地域営農の担い手経営体への農地
の集積，作業委託の斡旋や商品作物の販路の提
供，③花束事業や野菜栽培など一般農家への新た
な経済基盤の提供，④直販所の設置や小中学校給
食への食材提供による地産地消の推進，⑤消費者
のニーズと自然環境の保全を意識した特別栽培農
作物による地域ブランドの開発（高付加価値化），
⑥営農体験や自然観察など生産者と消費者との交
流事業による農業の公益的価値に対する共通認識
の醸成などである。
カナダの協同組合運動家であるアレクサン
ダー・レイドロー（1989）は，『協同組合は単な
る企業ではなく経済的目的と社会的目的を持った
企業として，その二重の目的によって一般的に普
通の会社や資本主義企業から区別される』として
いる。
これまで日本の農業協同組合は，農業生産者の
「共助」「共益」の実現や社会的地位の向上を目的
としてきた。しかし，グローバル経済が進展し，
海外から安価な農産物が大量に輸入されている今
日の状況を考えれば，今後日本の農業を維持して
いくために，農業の公益的価値に関する認識を国
民的合意とすることが重要であろう。
このことは生産者の代表である農業協同組合の
重要な役割に，農業の公益的価値に関する国民的
合意形成を進めることが加わることを意味してい
る。もちろん，こうした合意形成を進めるために
は，消費者側からのアプローチも必要である。生
産者や消費者，それぞれの利益を別個に守ること
が前提である現行の協同組合法の下で，双方の連
携を図っていくことは困難である。しかし，公益
的価値の創出によって，単なる産業地域としての
農業地域から，人が持続的に暮らす農村地域への
再編を図ろうとする JAいわて中央の取り組みは，
十全なものではないが，今後の単位農協の在り方
を示す重要な指針として評価すべきである。
［付記］
調査に際して，紫波町役場農業振興課や岩手中央農
業組合の関係各位をはじめ，水分営農組合およびM農
産の代表者並びに紫波町水分地区の皆さまにご協力頂
きました。また，本稿を作成するにあたり獨協大学学
長の犬井　正先生には終始ご指導を賜りました。ここ
に記して厚くお礼申しあげます。なお本稿は2010年10
月の日本地理学会秋季学術大会（名古屋大学）の発表
を骨子に加筆・修正したものである。
注
 1） 政府は政策的用語として，集落を単位として，生
産過程の全部又は一部について共同で取り組む組
織を集落営農としているが，すでに大竹（2008）
は複数の集落が共同して広域な農業地域を包含し
ている事例も多いことから，学術用語としては地
域営農が適切であるとして用いている。したがっ
て本研究でも地域営農を用いる。
 2） 二階建方式とは，地域営農に参加し農地や農作業
を委託する農家群からなる「一階部分」と，農地
や農作業を受託する担い手経営体からなる「二階
部分」で構成される地域営農の経営形態である。
 3） 枝番管理型とは，農業生産は従来通り個別農家毎
に行い一元経理をしたあと，生産物や生産額に応
じて利益を各農家に分配するものを指し，個々の
農家を番号で管理していることから枝番と呼ばれ
ている。
 4） 小原（2004）はインキュベータの概念として，日
本においては場所・建物をさす場合が多いとして
いる。関根（2008）によれば，ビジネス・インキュ
ベータとは1959年にアメリカで設立され，企業家
育成や地域振興をはかるためソフト・ハード両面
で支援する機関である。したがって，本研究では
ソフト面での支援も意味するビジネス・インキュ
ベータを用いる。
 5） ヨーロッパ諸国における農業の多面的機能におけ
る農業振興に関する研究事例としては，農業の景
観保全機能を活用することで，農村観光による地
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域振興を実現しているドイツの事例（小原，2005）
や「窒素収支やオタマジャクシの数」のように農
業の多面的機能を具体化することで，国民的合意
形成に成功しているスイスの事例（鈴木，2008）
などがある。
 6） 全算入生産費とは，米の生産に要した費用合計か
ら副産物価額を控除し，支払利子及び支払地代を
加えたものに，擬制的に計算した自己資本利子及
び自作地地代を算入したものである。
 7） 土地持ち非農家とは，農家（経営耕地面積が10a以
上又は過去1年間の農産物販売金額が15万円以上
であった世帯）以外で，耕地及び耕作放棄地を5a
以上所有している農家である。
 8） 認定農業者とは，農業経営基盤強化促進法に基づ
き，市町村が定める農業経営改善計画の認定を受
けた農業経営者や農業生産法人である。水田経営
安定化対策などでは，中山間地域など経営規模の
拡大が困難な地域を除き4ha以上（北海道は10ha
以上）の経営耕地を有する認定農業者であること
が加入要件となっているように，認定を受けると
政策的な補償や資金の借り入れなどの優遇措置を
受けることができる。
 9） 例えば，設立件数が135件と県内最大の奥州市で
は，地形的制約により農地の集約要件である20ha
を満たす集落が少ないため，面積要件を緩和でき
る特定農業団体の設立を進めてきた。そのため5ha
未満の小規模な地域営農が70％以上となっている。
一方，県内でも経営規模が大きい農家層が多い花
巻市を管轄する JAいわて花巻では，大規模農家層
の意向を反映して，水稲栽培は農家が個別に担当
し，転作受託組織を核とした地域営農が行われて
いる。そのため農地が分散する傾向にあり，地域
営農の規模としては中規模の50ha未満層が多く
なっている。
10） 自主流通米制度発足以降，もち米の価格はうるち
米と異なり，旧自主流通法人が前年の作柄や全体
の需給動向などを考慮して価格を決定する提示価
格方式がとられてきた。現在，自主流通米制度は
廃止されているが，全国出荷団体が提示価格を設
定する方式が引き継がれている。
11） 機械オペとは機械オペレーションの略で，トラク
タや田植え機，コンバイン・乾燥機等の農業機械
の操作を伴う作業をさす。
12） 管理作業とは，肥培管理，農薬散布，水管理，畦
畔の除草といった作業をさす。
13） 栽培品種はひとめぼれ，10aあたりの収量は540kg
で試算した。ひとめぼれ1等米1袋（30㎏）あたり
単価6,100円に屑米20㎏・単価1kgあたり85円で試
算されている。
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